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目次・報告にあたっての基本的用件 
  
 
 
 
 
 

 

【報告にあたっての基本用件】 

 

【報告対象組織】 

 当社グループの生産系サイト 

 海外グループ会社含む 

 

※ 集計範囲が異なるものもあり

ますので、詳細は「報告対象組

織の範囲と環境負荷の補足状

況」の項をご覧下さい。 

 

【報告対象期間】 

 2008年 4月 1日～2009年 3月 31日 

 

【次回発行予定】 

 2010 年 8月末予定 

 

【報告対象分野】 

 電子関連事業 

 生産器材事業 

 

【参考にしたガイドライン】 

 環境省「環境報告ガイドライン」 

(2007 年度版） 

 

【作成部署及び連絡先】 

 リスクマネジメント室 

  環境管理ユニット 

 〒299-4395 千葉県長生郡長生村 

薮塚 1080 

TEL:0475-32-6095 

FAX:0475-32-6146                   

   

                                     

【お問合せＵＲＬ】 
https://www.futaba.co.jp/cgi-bin/environment/inquiry/entry.cgi 

 
 
 

この報告書はインターネットのウェブサイトでも、ご覧いただけます。 
 

【ウェブサイトのＵＲＬ】 
http://www.futaba.co.jp/environment/index.html 
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経営責任者の諸言 
 
 
 
 
 

 

 2008 年度は、金融危機、リーマンショック、原油高騰、米国自動車産業の破綻と、世界経済を

大きく揺るがす問題が次々と襲い、企業としては 100 年に一度という景気後退の局面に陥りまし

た。 

 一方環境面では、2008 年 7 月に開催された洞爺湖サミットでは、地球温暖化問題と世界経済に

ついて、食糧危機などの世界的な環境問題について議論されました。 

 2050 年までに、世界の CO2排出量 50％削減目標を国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の締約国と

共有し、条約下で交渉検討される事になり、エネルギーに関してはクリーンエネルギーの推進や

再生可能なエネルギーの重要性の認識、持続可能なバイオ燃料の生産や使用など、エネルギーの

多様化、利用効率改善などが協議され、各国の協力推進の重要性が協議されました。 

 当社では、地球温暖化問題も含めた地球環境の保全に役立つ環境活動を企業環境活動の問題点

として取り入れ、環境影響の緩和に取り組みながら、環境経営の強化推進を図っております。 

 2008 年度は、創立 60 周年を迎え「連結での CO2排出量削減」「国内サイトのゼロエミッション

達成」「環境付加価値製品の推進」等について取り組んできました。 

 

 2009 年度は、「連結での CO2排出量削減」「連結ゼロエミ

ッション 2010 年達成」「環境付加価値製品の推進」「マテリ

アルフローコスト会計導入準備」等を計画し、更なる地球

環境保全と環境経営推進強化を図って活動して行きたいと

思っております。 

 

 

 この報告書は、2008 年度の当社グループの環境活動の内

容と成果をまとめました。 

一部を除き連結での報告になっておりますので、ご一読い

ただき当社での環境活動をご理解いただくとともに、皆様

からの率直なご意見や今後の活動に対するご助言を頂けれ

ば幸いです。 
 

取締役社長 
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報告対象組織の範囲と環境負荷の捕捉状況 
  

当社グループは、グループ内の生産拠点を環境経営の範囲としております。 
 
 

 

● 当社グループの生産拠点と ISO14001 取得状況 
 * 1 

双葉電子グループ 生産拠点 製品 
ISO14001 

取得状況 

本社 － 1999 年 

研究開発本部 － 1999 年 

茂原電子管 電子関連 1999 年 

長生電子管 電子関連 1999 年 

長生モジュール 電子関連 1999 年 

長生精機技術センター 生産器材 1999 年 

長生精機 生産器材 1999 年 

長生電子機器 電子関連 1999 年 

長生電子部品技術センター 電子関連 1999 年 

長南精機、長南精機第二 生産器材 1999 年 

睦沢精機 生産器材 1999 年 

明石精機 生産器材 1999 年 

双葉電子工業 

株式会社 

環境・施設 － 1999 年 

双葉鋳造株式会社 生産器材 1999 年 

小川精機株式会社 電子関連 2009 年 

株式会社シンエイ 生産器材 － 

双葉精密株式会社 生産器材 － 

D-M-E 双葉株式会社 生産器材 － 

国内生産関連会社 

株式会社サツキ製作所 生産器材 － 

フタバ・コーポレーション・オブ・ザ・アメリカ 電子関連 －  

フタバ・コーポレーション・オブ・ザ・フィリピン 電子関連 2003 年 

台湾双葉電子股份有限公司（台湾） 電子関連 2001 年 

富得巴精模（深圳）有限公司（中国） 生産器材 2000 年 

フタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー（タイランド） 生産器材 2003 年 

フタバ（ベトナム）カンパニー・リミテッド 生産器材 2008 年 

双葉電子部品（恵州）有限公司（中国） 電子関連 2004 年 

双葉精密模具（中国）有限公司 生産器材 2008 年 

起信精機株式会社（韓国） 生産器材 2010 年 

三一メガテック株式会社（韓国） 生産器材 2010 年 

海外生産関連会社 

起信精密模具（天津）有限公司（中国） 生産器材 － 

 

● 環境負荷の捕捉状況 
 
本報告書内では、捕捉状況に応じて以下のように区別しました。 
 

① 国内サイト･･･双葉電子工業株式会社＋国内生産関連会社 
② 海外サイト･･･海外生産関連会社 
③ 連結サイト又は当社グループ･･･双葉電子工業株式会社＋国内生産関連会社＋海外生産関連会社 
④ 表記なし又は国内取得サイト･･･双葉電子工業株式会社＋双葉鋳造株式会社 

 
* 1 取得予定が明確になった拠点について朱記しました。 
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事業の概要 
 事業概要について、2009 年 3 月 31 日現在の情報を記載しました。 
なお、詳細は当社ホームページ（http://www.futaba.co.jp/）でご覧いただけます。 
 
 
 
 

会 社 名：双葉電子工業株式会社 
資 本 金：225 億 5 千 8百万(東証 1部上場)
年間売上高：連結 696 億 6 千 8百万 

 単独 546 億 1 千 9百万 
従 業 員 数：連結 5,147 人 

 単独 1,808 人 
 
 

【 事業区分 】 
事業区分 売上区分 製品名 

電子部品
蛍光表示管 
蛍光表示管ﾓｼﾞｭｰﾙ 
蛍光発光ﾌﾟﾘﾝﾄﾍｯﾄﾞ 

電子関連事業

電子機器

ﾗｼﾞｺﾝ機器 
模型用ｴﾝｼﾞﾝ 
ﾛﾎﾞｯﾄ用機能部品 
ﾗｲﾌﾞｽﾁｰﾑﾛｺ 

生産器材事業 精機 

ﾌﾟﾚｽ金型用部品 
ﾓｰﾙﾄﾞ金型用部品 
ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾌﾟﾚｰﾄ 
省力機器 

 
 

 【 市場地域別売上高 】（連結）単位：百万円 【 事業区分別売上高 】（連結）単位：百万円 
 
 
 
 
 
 
  
   
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
     【 売上高の推移 】            【 従業員数の推移 】 
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韓国、中国
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売上高
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34,075
48.9%
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35,593
51.1%
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事業の概要 
 事業概要について、2009 年 3月 31 日現在の情報を記載しました。 
なお、詳細は当社ホームページ（http://www.futaba.co.jp/）でご覧いただけます。 
 
 
 

● 蛍光表示管 

 自動車用インスツルメント
パネル、ステレオ、ＤＶＤやビ
デオ用パネル、そしてPOS 端末
や各種情報機器の表示部など
幅広く社会に普及している蛍
光表示管は、長年にわたって取
り組んできている当社の代表
製品です。進歩を続けるエレク
トロニクスの分野でますます
拡大する電子部品のニーズ。マ
ン・マシンインターフェースの
主役となる多様な製品の開発
に取り組み、未来の技術の一翼
を担っています。 
 
 
 
 

● 蛍光表示管モジュール 

 蛍光表示管モジュールは、
POSシステムをはじめとする事
務・計測・通信機器や端末機器
などの表示部分として幅広く
使われています。情報技術は社
会のあらゆる部分に浸透し、そ
れに伴って多様化する情報機
器類のニーズに、表示輝度・薄
型設計・軽量などの優れた特徴
を生かした製品を作り出して
います。文字情報を鮮明に表示
するスクロール表示機など、技
術の進化はさらに広がってい
ます。 
 
 
 
 

● ドライバ内蔵蛍光表示管（CIG VFD） 

CIGVFD は、VFD 用ドライバを
搭載した VFD です。多セグメン
トパタンでは、多くのリードが
必要とされ小型パッケージで
は実現困難でした。ドライバを
VFDに実装することにより、VFD
の駆動に必要な電極は VFD 電
源と信号線だけとなり、大幅に
外部リードを減らすことがで
きます。 

蛍光表示管（オーディオ用） 

バイプレーナ蛍光表示管（オーディオ用） 

蛍光表示管（DVD 用） 

蛍光表示管（自動車用） 
ハイブリッド蛍光表示管 

グラフィックモジュール 

グラフィックモジュール 

メッセージモジュール 

キャラクタースクロールボード 
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事業の概要 
 事業概要について、2009 年 3 月 31 日現在の情報を記載しました。 
なお、詳細は当社ホームページ（http://www.futaba.co.jp/）でご覧いただけます。 
 
 
 

● プレス金型用部品、省力機器 

 プレス金型の製作において、
短納期・ローコスト化を実現さ
せるために、これまで蓄積され
た技術を発揮させて、多様な製
品とシステムを生み出してき
ました。 
 プレス金型用ダイセットを
はじめとした様々な部品の規
格・標準化、エアフィーダやオ
ートリールなどの省力機器、そ
して作業効率化が図れるダ
イ・マチックシステムなど、こ
れらの製品は、金型業界の生産
性向上に貢献しています。 
 さらに、お客様のご要望によ
る全加工ダイセットや、プレス
金型インナープレートの全加
工は、「加工のフタバ」と好評
をいただいています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● モールド金型用部品、プレシジョンプレート 

 プラスチック金型用モール
ドベースの規格化は、安定した
品質の製品を量産化すること
によってお客様への即納体制
を確立し、業界に大幅な合理化
と省力化をもたらしました。さ
らに、お客様のご要望によるモ
ールドベースへの追加加工や
全加工は、「加工のフタバ」と
好評をいただいています。 
 プレシジョンプレートは、金
型用材料や各種機械装置の構
造用材料として、幅広く使用さ
れています。モールドマーシャ
リングシステムは、センサ内蔵
型エジェクタピンを用いた簡
単、低コストな計測システムで
す。金型内の樹脂圧力を容易に
測定することができ、射出成形
の品質向上とコストダウンに
寄与しています。 

鋳鉄ダイセット

オートリール 

高精度プレート 

ダイマチックシステム 

ＮＣグリップフィーダ

ＭＧガイドポスト 

ダイセットパーツ 

全加工ダイセット 

プレス金型インナープレート

プレシジョンプレート 

モールドマーシャリングシステム

モールド図換

追加加工付モールドベース 
モールドパーツ 

全加工モールドベース（型板）
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事業の概要 
 事業概要について、2009 年 3 月 31 日現在の情報を記載しました。 
なお、詳細は当社ホームページ（http://www.futaba.co.jp/）でご覧いただけます。 
 
 
 

● ホビー用ラジコン機器 

 夢のあるホビーとして、マニアはも
ちろんのこと多くの人に愛されている
ラジコン。その実力は世界ナンバーワ
ンを誇ります。 
 高度な技術力を駆使して完成度の高
い製品を次々と発表してまいりました。 
 
 
 
 
 
 

● 産業用ラジコン機器 

 ホビー用ラジコンで培った技術を、
クレーン作業運搬作業、農薬散布作業
などの分野に応用し、困難な条件下で
の正確な作業を可能にさせる各種産業
用ラジコン機器へと発展させています。
信頼性の高い無線データ通信が要求さ
れる物流や FA 分野においても、双方向
SS 通信システムの技術が生かされてい
ます。 
 
 
 
 
 

● 模型用エンジン 

 Eco時代の模型用O.S.ｴﾝｼﾞﾝ BE ｼﾘｰｽﾞ。 
新世代 2 ｽﾄﾛｰｸｴﾝｼﾞﾝ AX ｼﾘｰｽﾞのﾒｶﾆｽﾞﾑ
を採用し、燃料はﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ"BE-01"0％
ﾆﾄﾛでｴﾝｼﾞﾝが錆び難く、ﾒﾝﾃﾅﾝｽが容易。 
自然環境に、ﾕｰｻﾞｰに優しいのが"BE"ｼﾘ
ｰｽﾞの共通したｺﾝｾﾌﾟﾄです。 
 

● ロボット用機能部品 

ロボット分野の技術が急速に進歩し
ていくなか、当社にしかできないロボ
ット開発とは何かを考え、それを形に
してきました。その集大成がロボット
の関節にあたるコマンド式サーボや、
数十個のサーボをコントロールするプ
ロセッシングユニットなどのホビーロ
ボット用機能部品です。また、これら
の専用部品を使った完成ロボットは、
専用リモコンによる無線操作やパソコ
ンを接続して直接操作をすることが可
能です。 

超低消費電流・超小型 2.4GHz 帯

SS 無線モジュール 

（FRH-SD07T） 

ヘリ用積分型 AVCS ジャイロ

300MHz 帯 
微弱無線テレコントロールユニット

（FRN-0601） 

飛行機・ヘリ用 14MZ

2.4GHz 車用プロポ 4PK 

2.4GHz 帯 
SS 無線アクセスポイント

（FRH08TJ） 

2.4GHz 帯
SS 無線モデム（USB ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ）

（FRH10TJ） 

ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ対応ｴﾝｼﾞﾝ 

（MAX-120AX RING-BE）

コマンド方式サーボ

（RS601CR） 

ﾌﾟﾛｾｯｼﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ（RPU-10）
モーションエディタ 
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環境配慮の取組と 2008 年度の実績 
 
 
 
 
 

● 環境マネジメント 

実施計画 2008 年度目標と実績 中長期目標 
参照 

ﾍﾟｰｼﾞ 

目

標 
海外関係会社 1社で取得準備 

連結環境経営の推進 
実

績 

1.連結サイトの ISO14001 取得 

2社実施 

2.海外サイトでの実績収集開始 

①2010年までに ISO14001 を 1社で追加取得 

②2010年までに連結推進体制の構築 

P. 3 

P.11 

目

標 

1.規制値の遵守 

2.違反及び訴訟なし 

3.苦情（即時対応） 
法規制の遵守 

実

績 

1.規制値違反なし 

2.違反及び訴訟なし 

3.すべて対応完了(1件） 

2010 年までに連結自主管理基準の構築 
P.15 

P.16 

環境会計 
実

績 
2008 年度 

①2008年より国内取得サイト分の公開 

②2010年より連結サイトの公開 

P.29 

P.30 

目

標 

教育、監査計画に沿った活動と 

資格者の確保 
EMS の着実な推進 

 環境教育、環境監査 

 緊急事態の準備及び対応 
実

績 
100%実施 

国内取得サイト 

 継続的実施 

連結サイト 

 連結サイトの支援と管理レベルの底上げ 

P.12 

P.13 

P.14 

● 環境負荷の低減 

実施計画 2008 年度目標と実績 中長期目標 
参照

ﾍﾟｰｼﾞ 

目

標 

国内サイトの CO2原単位を 

前年度比 1%削減 
温室効果ガス 

実

績 

1990 年度比 83.3% 

前年比 9%減少 

①国内サイトの CO2原単位を 2012 年までに

1990 年度比 8%削減 

②連結サイトの CO2原単位を 2012 年までに

2004 年度比 8%削減 

P.24 

P.25 

目

標 

1.一般廃棄物の最終処分量を 

前年度比 10%削減 

2.産業廃棄物の最終処分量を 

前年度比 20%削減 

廃棄物 

実

績 

1.一般廃棄物の最終処分量 ※1 

96.8%削減（再資源化率 99.8%） 

2.産業廃棄物の最終処分量 

9.0%削減（再資源化率 99.5%） 

 ＊トータルの再資源化率：99.6% 

国内取得サイト 

①2008年度にゼロエミッション達成 

(再資源化率：99%以上) 

連結サイト 

①2008年度に連結目標達成に向け取り組み 

開始 

②2010年度にゼロエミッション達成 

P.26 

P.27 

目

標 

1.PRTR物質の排出量を 

前年度比 10%削減 

2.PCB 廃棄物の保管場所を拡張する 

3.CFC 使用空調機の代替化 

化学物質の管理 

実

績 

          ※2 

1.PRTR物質の排出量 52.3%増(6.4t) 

2.PCB 廃棄物の保管場所を拡張した 

3.CFC 使用空調機器の代替化(7台) 

PRTR 物質の排出量 

①(国内取得サイト)2006年度の実質生産高

原単位を維持    (0.4t/100 億円) 

②(連結サイト)2008年度末までに管理体制

を構築 

PCB 廃棄物 

 PCB 廃棄物は期限内(2016 年）の適性保管と

処分 

フロンガス 

 オゾン層破壊物質の削減(CFC使用空調機

を 2015 年までに代替化) 

P.28 

グリーン調達 海外製品関連法規制の調査と対応 P.18 
グリーン購入・調達 

グリーン購入 グリーン購入実施部門の拡大 P.18 

 ※1 2007/10 月よりリサイクル対象項目の増加により、廃棄量が削減されています。 

※2 2008 年度は、国内の認証サイトが追加された事により増加しました。 
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事業活動のマテリアルバランス 
 2008 年度より当社グループ連携サイトでの実績を累計しました。 
今後は、マテリアルバランスの向上を目指し、取り組んでいきます。 
 
 
 
 

● 物質フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エネルギー 

使用量 1,987,959 GJ 

（原油換算）単位ｷﾞｶﾞｼﾞｭｰﾙ 

電力 185,548 MWh 

LPG 169 t 

天然ガス 3,833 千㎥ 

灯油 56 kℓ 

双葉電子工業（株）

INPUT 

CO2排出量 114,707 t

ばいじん排出量 0.883 t

OUTPUT 

SOx 排出量 0.88 t

NOx 排出量 0.003 t

水 873 千㎥ 

排水量 699 千㎥

BOD 排出量 2.0 g/t

廃棄物総排出量 4,311 t

最終処分量 1,866 t

再資源化量 2,445 t

PRTR 物質排出量 4.5 t

PRTR 物質取扱量 150 t 

資材、原材料 78,261 t 

●物質フロー 

 

 

重油・軽油 425 kℓ 
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事業活動における環境配慮の方針 
 環境経営推進の基本方針として環境方針を定めています。 
 
 
 
 

 当社グループは、地球環境の保全と継続的な改善が当社の責務と捉え、環境報告書の継続的な社外公表や
海外に展開している関係会社の ISO14001 の認証取得を推進すると共に、グローバルに展開するため各種規制
などへの迅速な対応体制を構築し、業績向上と両立する環境経営の実践を進めています。 
 
 

－ 環 境 方 針 － 
基本理念 

双葉電子工業株式会社は、自然の営みを尊重し、環境負荷の遺産を後世に残さないように、地球環境の

保全と継続的な改善に努め、人にやさしい工場環境の実現を目指して行動します。 

環境スローガン 

     『 本質を直視して 

              環境負荷価値製品化の推進を 』 

行動指針 

（１） 日常業務、製品、サービスに関す関連する課題を環境側面として、その課題を達成するための活動計画

を明確にして実行する。 

（２）活動計画は、環境負荷（エネルギー、資源、廃棄物排出等）も考慮し、環境付加価値のある製品作りに

寄与する活動とする。 

（３） 活動に関係する法規制及びその他の要求事項（条例、協定、顧客要求事項等）について実施すべき内容

を明確にして順守する。 

（４）改善・実行内容は、監視・測定・記録に残し、定期的に評価し継続的に改善すること。 

（５）活動は、組織内のみならず関係会社や海外工場にも焦点をおき、グローバルな環境改善活動を推進する

こと。 

（６） 組織の環境活動に関連する全ての人に、環境方針や活動内容を周知させ環境活動の理解と意識向上を図

ること。 

（７） 社員のできるだけ多くの家庭においても何らかの環境改善活動に取り組めるよう啓蒙・支援活動に努め

ること。 

（８） 内部監査の定期実施にて活動内容を評価し、第三者機関の審査結果も含め各部門にて水平展開し、継続

的な改善活動に努める。 

（９）地域社会や利害関係者に対し、環境方針を公開するとともに必要に応じ環境活動を開示し、相互理解に

取り組むこと。 

 

 この環境方針は双葉電子工業株式会社のすべての活動を包括しており、毎年１回見直しをする。 

２００８ 年 ２月１５日 

取締役社長 
桜  田    弘 
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部門内環境会議 

（毎月） 

 
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境会議（２回／年） 
（4月，10月） 

 

            海外サイト 
            
 
 
 
            
 

 

環境マネジメントシステムの状況 
 環境マネジメントシステムの活動は、ＰＤＣＡのサイクルを回しながら、環境経営の一環と捉え国内
のみならず海外関係会社についても環境マネジメントシステムの活動推進支援を行いグローバルな環境
活動を実践しています。 
 

 

推進体制         
 

 双葉電子では、社長が環境マネジメントシステムの最高責任者とし、マネジメントレビューの一環と

して環境方針の見直し、必要な資源の準備やシステムの有効性の評価を年間 2 回の環境会議（4 月･10

月）と、年間 2回の部門環境管理責任者会議（7月･1 月）で行っております。 

 経営層の下には、環境管理総括責任者を配置し、国内各サイト環境管理責任者を総括し、環境マネジ

メントシステムの運用を円滑に進める責任と権限を有し、環境管理事務局・分科会を統括するとともに

海外関係会社の環境マネジメントシステム推進強化についても統括しています。 

 分科会は、「エネルギー分科会」「廃棄物・リサイクル分科会」「製品・技術開発分科会」の３つを設

け、専門の分野での環境対策に取り組んでいます。 
 
 

● 国内サイト 
 

部門環境管理 

責任者会議(２回／年) 

 （4月，10月） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
                       13 ｻｲﾄ 
                        
 
 
 
                       13 ｻｲﾄ 
                        
 
 
 
 
 
 
 
                 海外関係会社 

認証取得済み会社 ７社 
認証取得準備会社 ２社 

 
 
 

推進委員長 

環境管理 
総括責任者 

推進副委員長 

ｴﾈﾙｷﾞｰ分科会 
廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ分科会 
製品･技術開発分科会 

環境管理事務局 

社 長 

環境管理担当役員 

各サイトより 

部門環境管理責任者 

ｻｲﾄ別環境管理責任者 

部門事務局 
ｻｲﾄ別環境事務局 

部門推進委員 
ｻｲﾄ内活動推進者 

環境管理責任者 

環境事務局 

活動推進者 

内部環境 
監査チーム 

内部環境 
監査チーム 
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環境マネジメントシステムの状況 
 
 国内サイトでは部門環境管理責任者が部門事務局、部門推進委員を管掌し、サイトでの環境マネ

ジメントシステムの推進と環境負荷の低減に取り組んでいます。 

 

 

● 環境会議 
【第 20回環境会議】                【第 21回環境会議】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 連結推進体制 
2008 年度は、当社グループの環境経営の範囲となる海外サイトの環境目標と活動結果を定期的に収集し、

グローバルな環境活動の実績把握と推進支援活動を実施し、連結環境報告書の資料集めを実施しました。 

また、2010 年度までに連結環境会議の実現と、グローバルな環境活動統一化を目指し、体制を構築して

います。 

 

環境教育         
 
 環境マネジメントシステムを運用していくためには、環境意識の向上を図り、かつ具体的行動に結び付け
なければなりません。社員への力量と自覚をもたせるニーズを明確にし、教育訓練を計画・実施しています。
又、内部監査員の資格取得の教育も併せて実施しています。 

【2008 年度の教育実績】 

名称 対象者 内容 
受講者 

延べ・名 

受講時間 

延べ・ｈ 

新入社員教育 新入社員 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの概要 20 60 

一般教育 全社員 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ及び環境に関する教育 3,841 2,550 

特定業務要員教育 関係者 著しい環境影響を与えうる作業に関する教育 543 281 

関係者 業務に必要な資格・能力を取得するための教育 34 210 
専門教育 

関係者 製品の環境配慮をするための教育 119 27 

監査員 主任監査員養成研修 12 192 
内部環境監査員教育 

推進委員 内部環境監査員養成研修 12 192 

部門推進委員教育 関係者 各サイトで環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを推進する委員の教育 25 400 

 
 
 
 ← 主任監査員養成研修 
 

 内部環境監査員養成研修 → 
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環境マネジメントシステムの状況 
 環境マネジメントシステムを運用推進する上で必要となる環境教育と ISO14001 の適合状況を確認す
るための環境監査を計画的に実施しています。 
 
 
 

環境監査         
 
 環境マネジメントシステムへの適合性を確認する為に、年２回の内部環境監査と認証機関審査による
定期審査を受けております。 
 なお、内部監査での指摘事項については 1ヶ月以内に是正処置が行われ、次回監査でフォローアップ
も実施します。 
 内部環境監査は、出来るだけ多くの改善を行う為に社内基準は厳しく作成し実施しています。 
 2008 年度の認証機関審査では、新たに国内関係会社の小川精機が認証取得審査を受審しました。 

【2008 年度の監査実績】 

監査の名称 実施時期 受審サイト 指摘件数 

 重大 軽微 観察 合計 

2008年 6 月 13 31 60 11 102 内部環境監査 

2008年 12月 14 42 66 4 112 

 重大な不適合 軽微な不適合 要修正 改善提言 

2008 年 8 月 5 0 11 4 1 認証機関審査 

2009 年 2 月 3 0 8 1 1 

 

【2009/02 認証機関審査】              【2009/02 認証取得審査】 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 海外サイトでは、フタバ（ベトナム）カンパニー・リミテッドと、双葉精密模具（中国）有限公司の

２社が認証取得審査を受審し、認証取得済み会社は７社となりました。 

 

双葉精密模具(中国)有限公司→ 

←ﾌﾀﾊﾞ(ﾍﾞﾄﾅﾑ)ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ               
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環境マネジメントシステムの状況 
 緊急事態（地震、火災、爆発、流出などによる著しい環境影響）や事故等により、発生する状況を特
定し、その対応手順や緊急備品を準備し、可能な場合は、模擬訓練をすることで緊急事態や事故が発生
しても環境影響を最小限にする為の体制を整えています。 
 
 

緊急事態の特定とその対応 
 

● 緊急事態への準備及び対応 

(1)【緊急事態の特定】 
 事業活動に伴う様々な環境影響について、緊急事態事故発生時の環境影響の大きさを評価して、

緊急事態を特定しています。 
(2)【緊急事態の対応】 
 特定された緊急事態が発生した場合の連絡ルート・対応方法・措置方法・処置報告を手順化し、

掲示などで周知しました。 
 また、処置に使用する緊急備品（土嚢、油吸着材など）も準備しました。 
(3)【対応手順の確認】 
 テストが可能な対応手順は、定期的に模擬訓練が行われ対応手順の有効性を確認しています。 
 

【屋内貯蔵庫における油流出事故・緊急対応模擬訓練】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 目的及び適用範囲等を説明    ② こぼれた油の回収手順の確認 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 雨水排水路への流入防止確認 ④ 手順書の不備を再確認 
 
● 特定した緊急事態 

 2008年度は40件の緊急事態を特定し、このうち44件の模擬訓練を実施し対応手順を確認しました。
模擬訓練の結果をいくつかご紹介します。なお、模擬訓練により発見された問題点は、手順書の改定な
どにより対応が完了しています。 
 

実施サイト 想定した緊急事態 模擬訓練により発見された問題点等 

1. 屋内貯蔵庫内部での回収要領 
電子機器 屋内貯蔵庫のおける油の流出 

2. 屋内貯蔵庫外部に漏洩した際の対応 

1. 消火砂が濡れていた 

2. 消火砂の表示が消えていた 双葉鋳造 ﾌｫｰｸﾘﾌﾄの給油中に静電気で引火

3. 消火砂を使用する際、ｽｺｯﾌﾟ等の必要あり 

1. 緊急保管箱設置位置変更後の掲示物が未変更 
茂原本社 地震による臭化ﾘﾁｳﾑ漏れ発生 

2. 緊急保管箱の明示漏れ 
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環境に関する規制の遵守状況 
 環境に関連する法規制を遵守し、地球環境の保全と公害の未然防止に取り組むことは、事業者にとっ
て重要な責務です。 
 環境活動の一環として、以下の法規制を遵守しています。 
 
 

適用される法規制及びその対応 
 

● 法規制の特定と周知 
 法規制改定情報サービスや定期的な確認作業にて入手した最新情報を基に、適用される法規制と遵守
すべき項目を特定し、環境規定に収録し関係部署に展開しています。 

（国内関連） 
分類 適用される主な法規制 法規の数

公害関連 大気汚染防止法、水質汚濁防止法、浄化槽法、土壌汚染対策法など 9 

エネルギー関連 省エネ法、地球温暖化対策の推進に関する法律 2 

廃棄物関連 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、資源有効利用促進法など 5 
法令 

化学物質関連 PRTR 法、消防法、毒物劇物取締法など 7 

都道府県条例  千葉県、兵庫県、大阪府、奈良県 4 

市町村条例  茂原市、明石市、睦沢町、長南町、長生村 5 

協定  茂原市、明石市、長南町 3 

 

● 遵守状況の確認 
 法規制の遵守状況の確認は、関連部門の責任者による評価と、年間２回実施している内部環境監査に
てチェックしています。 
 また、公害関連の法規制などに定められている測定は、外部測定機関にて定期的に行われています。
測定の依頼や計量証明書の確認は、施設管理部門ではなく環境管理事務局が行うことで監視の独立性を
確保し、問題発生時には是正要求を発行し、対策を関係部門に要求しています。 
 

 国内サイト公害関連法規制及び公害防止協定の基準値と実測値 
 

サイト 茂原 長生 長南 睦沢 明石 
対象施設 下水道放流水 生産＋浄化槽放流水 浄化槽放流水 浄化槽放流水 下水道放流水 項目 

区分 単位 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値
ｐH ─ 5.0～9.0 6.3～7.2 5.8～8.6 6.1～8.0 5.8～8.6 6.1～7.8 5.8～8.6 5.7～6.3 5.0～9.0 7.2 
亜鉛 mg/ℓ 2 0.06 1 0.06 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
溶解性鉄 mg/ℓ ─ ─ 1 0.09 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
大腸菌群 mg/ℓ ─ ─ 3000 ＜30 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
フッ素 mg/ℓ ─ ─ 8 0.53～2.4 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
SS mg/ℓ ─ ─ 20 1.0～2.0 40 3.0～7.0 40 1 600 5 
BOD mg/ℓ ─ ─ 10 1.0～8.0 20 1.0～13 20 1.0～5.0 600 4.1 
n ﾍｷｻﾝ(鉱油) mg/ℓ ─ ─ 2 ＜1 3 ＜1 3 0.05 5 ＜5 
n ﾍｷｻﾝ(植物油) mg/ℓ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 30 ＜5 
よう素消費量 mg/ℓ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 220 ＜1 
総窒素含有量 mg/ℓ ─ ─ ＜60 3.4～14 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
総リン含有量 mg/ℓ ─ ─ ＜8 0.04～

0.82 
─ ─ ─ ─ ─ ─ 

ｱﾝﾓﾆｱ･亜硝酸・硝酸 mg/ℓ ─ ─ 100 2.4～11 ─ ─   ─ ─ 
総クロム mg/ℓ 2 不検出 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
鉛 mg/ℓ ＜0.1 不検出 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

水質 

カドミウム mg/ℓ ＜0.1 不検出 ─ ─ ─ ─   ─ ─ 
 

対象施設 ボイラー (天然ガス) ボイラー (天然ガス) 焼鈍炉(天然ガス) ボイラー (灯油) ─  
   区分 単位 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値

ダスト濃度 g/Nm3 0.1 0.003 0.1 
0.002～
0.003 

0.2 
0.001～
0.002

0.1 0.002 ─ ─ 
大気 

窒素酸化物濃度 ppm 150 25～37 150 21～89 180 5.5～35 180 75 ─ ─ 
対象施設 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 

 
区分 単位 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値

朝(6:00～8:00) dB(A) 65 41～59 55 44～54 55 42～52 55 39～48 70 45～63
昼(8:00～18:00) dB(A) 70 41～60 60 41～53 60 46～54 60 45～59 70 46～65
夕(18:00～22:00) dB(A) 65 40～57 55 42～54 55 46～52 55 36～49 70 46～65

騒音 

夜(22:00～翌 6:00) dB(A) 60 39～58 50 44～47 50 45～49 50 39～48 60 42～59
対象施設 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 

 
区分 単位 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値

昼(8:00～19:00) dB 65 30～37 60 30～32 60 30～42 60 36～47 60 32～45
振動 

夜(19:00～翌 6:00) dB 60 30～36 55 30～32 55 30～39 55 30 50 22～32 
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環境に関する規制の遵守状況 
 環境に関連する法規制を遵守し、地球環境の保全と公害の未然防止に取り組むことは、事業者にとっ
て重要な責務です。 
環境活動の一環として、以下の法規制を遵守しています。 
 
 

● 海外関連会社の遵守状況 
 2008 年度は、国内の法規制遵守状況のみならず、海外生産工場の工場放流水の水質状態についても、
日本の環境管理事務局にて規制値内遵守状況を確認しています。 
 規制値及び測定項目は、国及び工場立地場所により異なりますが、それぞれに適応した基準値内への
管理を行っています。 
 

 海外関係会社の工場排水の基準値と実測値 
 

国および工場 台湾 フィリピン 中国(恵州) 中国（深圳） 中国（昆山） 
対象施設 生産廃水処理放流水 生産廃水処理放流水 生産廃水処理放流水 浄化槽放流水 下水道放流水 項目 

区分 単位 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値
ｐH ─ 6.0～9.0 7.58 6.5～9.0 7.26 6.0～9.0 7.54 6.0～9.0 7.22 6.0～9.0 6.9 
COD mg/ℓ 100 2.79 100 17.54 90 39.0 90 16 ─ 272 
BOD mg/ℓ 30 1.1 50 4.79 20 11.3 20 2.33 ─ ─ 
SS mg/ℓ 30 4 70 2.57 60 20 60 6.33 ─ 92 
n ﾍｷｻﾝ(鉱油) mg/ℓ ─ ─ 5 1.81 ─ ─ 10 1.11 ─ ─ 

水質 

総リン mg/ℓ 2 0.74 ─ 0.15 0.5 0.26 0.5 0.1 ─ ─ 
 

国および工場 ベトナム タイ 
対象施設 浄化槽放流水 浄化槽放流水 項目 

区分 単位 基準値 実測値 基準値 実測値
ｐH ─ 5.0～9.0 6.1 5.5～9.0 7.61 
COD mg/ℓ 400 143 100 44 
BOD mg/ℓ 100 96 500 251.4 
SS mg/ℓ 200 85.5 200 68 
n ﾍｷｻﾝ(鉱油) mg/ℓ ─ ─ 10 4.7 

水質 

総リン mg/ℓ 8 2.3 1 0.1 

 

● グローバルな環境管理 
 2007 年度より、海外工場も含めたグローバルな管理を行うことで、地球環境問題への取り組みや省
エネ、省資源、廃棄物抑制などの統一化を図りながら環境経営度アップを狙っています。ISO14001 認
証取得への推進と、認証済み工場の活動状況や指導・支援及び法規制への対応と監視データの共有化を
推進する事で、企業の社会的責任(ＣＳＲ)の一環としております。 
 また、REACH･RoHS 指令などの化学物質の規制、管理についても、統一化を推進しています。 
 
 

【台湾工場の管理状況確認】 【台湾工場での活動取り組み指導】【台湾工場の廃棄物処理状況確認】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

違反および訴訟       
 
 法令または条例の環境条項の違反を理由として、改善勧告、改善命令や罰則の適用を受けた事例はありま
せん。また、環境関連の訴訟を提起された事例もありません。 
 

苦情            
 
 2008 年度は１件の苦情がありました。 
 

工場 内容 対応 

長生工場 塩酸のような臭気がする。 スクラバーのメンテナンスを実施。  
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サプライチェーンマネジメント等の状況 
 事業活動における環境配慮への取り組みは、事業活動の範囲内だけでなく、原材料の調達、部品・部
材の調達、製品等の購入、輸送、廃棄物処理等の様々なお取引先の協力が不可欠です。 
 お取引先と情報を共有するために以下の取り組みを行い、事業活動の全領域で環境負荷の低減活動を
推進しています。 
 

お取引先共通       
 

 環境活動の基本となる「環境方針」及び、その方針を実践するための具体的な依頼事項を伝達し、ご理
解とご協力をお願いしています。 
 

お取引先個別       
 

● 原材料部品等購入先 

 資材調達においては、品質・価格・納期を総合的に評価し採用することが従来の方法でした。グリー
ン調達は、環境性能に優れた資材調達が重要であるとの認識で、有害性の低い部品や原材料の評価・採
用、環境に対するお取引先の評価などを調達のファクターに加えています。 
 環境保全の考え方をお取引先と共有し、共に環境保全に取り組むために環境に配慮した資材調達活動
として「グリーン調達」のご協力をお願いしています。 
 

● 廃棄物処理業者 

 廃棄物の適正処理状況を確認することは、排出事業者の責任です。双葉電子では、中間処理業者・最
終処分業者などへの訪問サイクル・確認項目などを手順に定め、定期的な現地立会いを実施して、廃棄
物の適正処理に取り組んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【セメント処理業者を訪問し処理状況を確認】 
 
 
● 工事業者 

 工事においても、騒音・振動・廃棄物等の環境負荷が発生する可能性があります。 
 工事種別毎に発生が予想される環境負荷を周知し、その低減に対するご協力をお願いしています。 
 

● 運送業者 

 資材搬入、製品出荷などは、深夜又は早朝になる場合があり、近隣の方々に騒音のご迷惑をかける可
能性があり、アイドリングストップ、積み下ろし作業時の騒音防止などのご協力をお願いしています。 
 

● 請負業者 

 納品の際の包装・梱包での廃棄物になるものの納入自粛や通い箱化への移行などを含め、ご協力をお
願いしています。 
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グリーン購入・調達の状況 
 資源・エネルギーの循環的利用を促進するためには、事業エリアにおける取り組みばかりでなく原材
料や部品及び事務用品などの購入・調達における環境配慮も重要です。 
 
 
 

生産材          
 

● 原材料・部品 

 引き続き、2008 年度より施行が予定されてい
る REACH（EU 全域に適用される化学品の登録、
評価、認可および制限）などの動向を注視しな
がら、適切に対応してまいります。 
 また、環境関連の規制強化に伴い、グリーン
調達管理システムの見直しを推進し効率的に対
応してまいります。 
 
 【海外の製品関連規制の  ⇒ 
 社内公開資料】 
 

● 施設・設備 

 施設・設備についても、その使用時・廃棄時に環境負荷が発生する可能性があります。 
 これらの評価項目を「施設・設備アセスメント規定」に定め、運用しています。 

(1) アセスメントの実施時期 
 ・導入検討段階、廃棄段階で実施する 
(2) アセスメント項目 
 ・法規制、省資源、遊休設備再利用、使用電力、騒音レベル、安全性等 

 

非生産材         
 

● 事務用消耗品 

 事務用消耗品についても、環境対応商品の検索が容易にできるインターネットによる発注方法を導入
し、グリーン購入を推進しています。 
 2008 年度の環境対応商品の購入比率(数量ベース)は 58.0%、(金額ベース)は 53.3%となりました。 
 * 環境対応商品の定義 … 公的な環境ラベルに適合している商品 
 

● その他の非生産材 

 その他の非生産材についても、グリーン購入を推進しております。代表的な実例は、以下の通りです。 
(1) 作業服 … エコマーク認定素材を採用しています。 
(2) 冊子、パンフレット … 再生紙、SOY インクを使用しています。 
(3) 社有車 … 原則としてガソリン車と規定しています。また、天然ガス車・ハイブリッド車を 4台

保有しています。更新時には、より環境負荷の少ないものに切り替える方針です。 
 

【低公害車の  2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 
導入率の推移】 a. 天然ガス車 2 2 2 2 2 

 b. ハイブリッド車 2 2 2 2 2 
 c. 低燃費かつ低排出ガス車 74 105 121 126 132 
 (c のうち、4つ星以上の車の台数) 2 12 19 34 41 
 d. 低公害車を含む全車両台数 203 206 204 204 184 
 導入率(%)  (a+b+c)/d 38.4 52.9 61.3 63.7 73.9 

 
(4) コンピュータ用紙、コピー用紙 … 再生紙に切り替えています。 
   （電子化などで使用量も必要最小限としています。） 
(5) パソコン … 「パソコン導入・活用に関するガイドライン」にてECO 製品を推奨 
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環境負荷低減に資する製品・サービスの状況 
 製品を生産、提供するためには天然資源やエネルギーが消費され、排ガス・廃棄物などが排出されま
す。これは企画・生産に限らず、製品の使用や廃棄においても同様です。 
 製品の生産から使用・廃棄までの環境負荷を低減するため「製品アセスメント規定」を定め、製品の
全領域での環境配慮に取組んでいます。 
 

有害物質の使用抑制    
 

 EU の RoHS 指令では、鉛・水銀・カドミウム・六価クロム・PBB・PBDE の電気電子機器への使用を禁止し
ています。EU 以外の市場向けの製品であっても、有害物質の使用抑制は企業の責任であると捉えて、有害
物質を含有しない製品を開発し提案しています。 
 

 蛍光表示管・鉛ハンダを使用しない製品の出荷状況  蛍光表示管・カドミウム蛍光体を使用しない製品の出荷状況 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
省エネ製品        
 

ホビー用ラジコンのヘリ用ジャイロに新製品が加わりました。 
HELICOPTER GYRO SYSTEM【GYRO‐HELI】【ジャイロ専用サーボ】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

GYRO‐HELI の特長 

1． RC ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰの人気上昇に伴い、より軽く高性
能なｼﾞｬｲﾛの強いﾆｰｽﾞに応えるべく登場した
GY520 は、新型ｾﾝｻｰによって計量化を実現。

2． 同時にｼﾞｬｲﾛ専用新型ﾌﾞﾗｼﾚｽｻｰﾎﾞもﾗｲﾝﾅｯﾌﾟ。

3． ﾌﾞﾗｼﾚｽｻｰﾎﾞは、従来品に比べ同じｻｲｽﾞのﾓｰﾀｰ
に比べ比較にならない程の大きなﾊﾟﾜｰを発揮
し、寿命も従来ﾓｰﾀｰに比べ 5 倍以上も長持ち
する。 

4． 最新ｾﾝｻｰの採用によって飛躍的に性能を向上
させた GY520 は、ｼﾞｬｲﾛ本体での感度調整はも
ちろん USB ｱﾀﾞﾌﾟﾀｰを介する事でﾕｰｻﾞｰのﾊﾟｿｺ
ﾝでより繊細なｾｯﾃｨﾝｸﾞを行うことも可能とな
りました。 

5． 2.4GHz 専用ﾓﾃﾞﾙが登場したﾌﾟﾛﾎﾟは、標準 DIY
仕様で、従来型のﾊﾞｯﾃﾘｰがそのまま使用可能
なので、省資源化を実現しました。 

ハンダ・Pb-free化
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環境負荷低減に資する製品・サービスの状況 
 製品を生産、提供するためには天然資源やエネルギーが消費され、排ガス・廃棄物などが排出されま
す。これは企画・生産に限らず製品の使用や廃棄においても同様です。 
 製品の生産から使用・廃棄までの環境負荷を低減するため「製品アセスメント規定」を定め、製品の
全領域での環境配慮に取り組んでいます。 
 
 

蛍光表示管（ＶＦＤ）   

 
 VFD とは、真空管の原理を基に開発され改良・
発展した表示デバイスです。 
 真空容器内のアノード電極上に蛍光体をパタ
ンニングし、電子を衝突させ発光させます。 
 車載用の蛍光表示管は「耐環境・高信頼・長寿
命」と共に、万一の見誤りを最小化する「視野角
が広く鮮明な表示」という性能を活かしたもの。 
さらに「自由なデザイン」と「美しいマルチカラ
ー化」が、車内のインテリア性を高めます。 
 
●蛍光表示管の特徴 
【高信頼、長寿命】 
蛍光表示管は、構造的に真空の中で駆動していま
す。その為、耐環境性に優れており、信頼性が高
く長寿命が期待できます。動作温度が広いので、
特に自動車用途に広く使われています。 
【低電圧駆動が可能】 
動作電圧が低い為、容易な駆動を実現。特に半導
体との親和性が高く、市販のマイコンで直接駆動
が可能です。 

 

輸送に伴う梱包材     

 
● リユースボックスの採用 

 オートリール ARV シリーズ（省力機器）を対象にリユース
ボックスを採用しています。 
 従来は木材による梱包でしたが、プラスチックダンボール
に変更し、回収してリユースするシステムを運用しています。 
 
 【回収実績】 
 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度

回収率(%) 100 100 100 100 100 

回収 (台) 20 14 21 60 44 

  
 
● 木製パレットの再使用 

 プレス金型用部品、モールド金型用部品、プレシジョン
プレートの商品出荷に使用される木製のパレットを回収し
て再使用しています。 
 2008 年度は 79%が回収され、70t の木材消費が削減されています。 
 
【回収実績】 
 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度

回収率(%) ─ 81 72 75 79 

重量 (t) 34 51 56 68 70 
 

AMVFD 

（ｱｸﾃｨﾌﾞﾏﾄﾘｯｸｽ VFD） 

ドライバ内蔵蛍光表示管 

（CIG VFD） 

【リユースボックス】
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生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 
 生物多様性も持続可能な社会の実現には不可欠な要素であると認識し、生物多様性の保全に取り組ん
でいます。 
 
 
 

 双葉電子では、国内の生産主要拠点である長生工場は、事業活動によって地域の生物多様性に重大な影響
を及ぼす事の無いように、自然環境の保護に努めています。 
 

自然環境の維持、保護   
 

● 所有地内の生育・生息の保護 

 長生工場は、330,000 ㎡の中に調整池があり、それに隣接して湿地帯が維持されています。 
この調整池と湿地帯で多様な生物が四季の変化に対応して、生物遺伝資源の増殖を営みながら少しずつ健
全な生態系の維持を行っています。我々もこの生態系の生育と生息を壊すことの無い様に生物の維持と保
護に努めています。 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
                  
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

湿地帯の保護と維持は、毎年定期的な整備と 

生息環境の維持及び生態調査を行っています。 

 

 

 

 

 

 

調整池に休息に訪れた 

アオサギ

湿った裸地に生息する 

食虫植物 コウモウセンゴケ 

湿った裸地に生息する 

食虫植物 ナガエモウセンゴケ

調整池で羽を休める 

カルガモ 

世界の熱帯と温帯に 

10 種類ほど分布するガマ

長生工場 

調整池と湿地帯

池に自生する一年草

水草  ヒシ 

多年性の水生植物 

ヒメスイレン 
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環境コミュニケーションの状況 
 国内外において、企業の社会的責任（CSR）への関心が深まり、環境への配慮を企業経営に反映させて
いるかの情報開示のための環境報告書を作成し、それをインターネット上で公開しています。 
 また、ご意見・お問い合わせ窓口も設置、社内イントラネットの活用により社内外のコミュニケーシ
ョンを図っています。 
 

環境報告書の発行     
 
 2003 年度版より冊子とホームページにて社外公表しました。本報告書が 8回目の公表となります。 
 2008 年度には、月平均 3,900 件のアクセスをいただきました。今後も内容の充実を図りながら、毎年
発行致します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【社会・環境への取り組みのホームページ】     【ＨＰアクセス件数推移】 
 

社外コミュニケーション  
 
 ご意見・お問い合わせの窓口を設けています。この窓口にお寄せいただいたご意見・お問い合わせや
アンケートには、環境コミュニケーション管理規定に基づき積極的に対応しています。 
2008 年度の状況は以下のとおりです。 
 

お問合せ内容 主な事例 件数 

お取引先からの調査 製品に含有される化学物質使用状況調査・含有成分調査  350 

お取引先からの要請 環境活動への協力依頼  7 

行政・報道からの要請 環境活動・化学物質管理の調査、廃棄物処理状況  20 

環境報告書送付依頼 －  11 

 

社内コミュニケーション  
 
 2003 年 7 月より社内イントラネットに環
境に関するホームページを掲載し、社員への
啓蒙活動のツールとして活用しています。 
 ISO14001 の解説、外部審査・内部監査の
状況、法規の制改定情報、環境関連情報など
を掲載し、毎月更新を行っています。 
 また、環境方針の社内掲示・啓蒙ポスター
掲示・環境管理カードの全社員への配布を行
い、社内コミュニケーションを図っています。 
 
 
 
 

 【社内イントラネット向けホームページ】 
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環境に関する社会貢献活動の状況 
 事業所周辺の自主的清掃活動の実施、地域社会の清掃ボランティア活動への参加、環境保全基金への
協力など、社会の環境保全活動、地域社会の活性化活動にも積極的に取り組んでいます。 
 
 
 

事業所周辺の環境保全   

● 全社の取り組み 

 双葉電子では、営業所を含む全事業所において
周辺の自主的清掃活動を年２回実施しています。 
 2008 年度は、404 名が参加して 312kg の廃棄物
を回収し周辺の美化に努めました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【近年の状況】 

実施年月 参加者数 回収重量

2006年 5 月 206 名 238kg 

2006年 11月 170 名 200kg 

2007年 5 月 222 名 137kg 

2007年 11月 207 名 156kg 

2008年 5 月 202 名 153kg 

2008年 11月 202 名 159kg 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

● 部門の取り組み 

 本社部門では、全社の活動に加え、工場近隣の公園などの清掃活動も実施しています。 
 また、明石工場では近隣各社と合同で自主的清掃活動を毎月実施しています。 
 

地域への社会貢献    

● もばら阿波おどり 

 毎年７月に行われる茂原七夕まつりは、地域振興の
一環として昭和 30 年に発足し、2008 年は 54 回目にな
ります。 
 この祭りの華をそえるおどりとして、もばらおどり
が 32 回実施され、当社は、第１回から参加しておりま
すが、近隣企業や団体が参加して市民や観客を魅了さ
せています。 
 2008 年度も 130 名の従業員が参加しました。 

● ライブスチームロコ 

 小川精機のライブスチームのユーザーの中で入会手
続きをした人たちで結成されているＯＳライブスチー
ムクラブは、小川精機の地元である関西地区にて、奈
良県の法隆寺に常設のレイアウトがあり、定例の運転
会開催日にいつでも利用可能で、地域の子供たちやご
家族連れに楽しんでいただいております。 
 

ちば環境再生基金    
 

千葉県では、｢ちば環境再生基金｣が設立されています。 
この基金の目的は、貴重な自然を保全するとともに、傷ついた里山や沼などを回復させ、不法に投棄さ
れた廃棄物の撤去を徹底して行うなど、ふるさとの環境を再生させていこうというものです。 

  双葉電子社員一同は、この趣旨に賛同し募金の協力をしています。 
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温室効果ガスの排出量及びその低減対策 
 地球温暖化が進行すると、海面上昇による水害、農産物生産量の減少、伝染病の拡大、野生生物種の
絶滅など、深刻な影響が生じる恐れがあります。 
 地球温暖化の主要因とされる温室効果ガスの排出抑制に取り組んでいます。 
 
 

中長期目標及び集計範囲  
 

 国内サイト、連結サイトの中長期目標を策定し、温室効果ガスの削減に取り組んでおります。また、集
計範囲についても地球温暖化対策推進法に基づき集計しています。 

 
【中長期目標】 

サイト 中長期目標 

国内サイト CO2原単位を 2012 年までに1990 年度比 8%削減する 

連結サイト CO2原単位を 2012 年までに2004 年度比 8%削減する 

 ＊実質生産高…日銀の国内企業物価指数で補正して算出 
 

【集計範囲】 
地球温暖化対策推進法に定められた温室効果ガス 当社の事業活動 集計範囲 

電気、燃料の使用 ○ 
エネルギー起源二酸化炭素  

製品の輸送 ×（微量） 

非エネルギー起源二酸化炭素 封着ガス ○ 

メタン 排水、下水等の処理 ×（微量） 

一酸化二窒素 － － 

ハイドロフルオロカーボン類 － － 

パーフルオロカーボン類 － － 

上記以外の温室効果ガス 

六ふっ化硫黄 － － 

 ＊製品の輸送、排水等の処理による温室効果ガスの排出は微量なので集計しない 
 

国内サイトの状況     
 

 2008 年度の国内事業所における CO2総排出量は 1990 年度比で 83.3％、前年より 9.0％改善されました。
また、実質生産高当りの CO2原単位は 1990 年度比で 105.9％、前年より 10.9％改善されました。 
エアーコンプレッサや高効率照明器具の採用を積極的に推進し、年間約280 ﾄﾝの CO2を削減しましたが、

厳しい市場環境の需要の減少により、実質生産高が悪化し、CO2原単位を改善できませんでした。 
今後、更に積極的に変圧器や水銀灯、蛍光灯や空調機等の高効率機器への転換や生産性の向上を図り、

2012 年 CO2原単位8％削減を目指して、継続的改善を続けてまいります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中長期目標：1990 年度比 8％削減 

国内・総排出量の推移
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温室効果ガスの排出量及びその低減対策 
 地球温暖化が進行すると、海面上昇による水害、農産物生産量の減少、伝染病の拡大、野生生物種の
絶滅など、深刻な影響が生じる恐れがあります。 
 地球温暖化の主要因とされる温室効果ガスの排出抑制に取り組んでいます。 
 
 

連結サイトの状況     
 

 2008 年度の連結 CO2総排出量は 2004 年度比で 84.7％、前年比で 13.0％減少となりました。 
また、実質生産高あたりの CO2原単位は 2004 年度比で 111.2%、前年より 4.5％増加しました。総排出量

は削減できましたが、厳しい市場環境の需要の減少により CO2原単位の改善ができませんでした。 
 今後は、市場構造の変化に対応するグローバルな生産・販売体制の見直しに合わせ海外工場における省
エネ活動の促進をはかってまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

省エネの事例       
 

当社グループで 2008 年度に実施した省エネ研究発表会の事例を紹介します。 
2008 年度は２回開催され、８件の発表がありました。 
 
【屋外水銀灯ランプの省エネ】 

当社にある屋外照明のほとんどは水銀ランプを使用しているが、省エネを図るにあたり省エネルギー型
の高圧ナトリウムランプを採用した。高圧ナトリウムランプは、効率のよいランプである為、同じ明るさ
で消費電力が削減でき、CO2削減と電気代の節減ができる。 
 今回採用した高圧ナトリウムランプは、演色性の問題から工場内の照明に使用すると識別に問題がある
かもしれないが、水銀灯と高圧ナトリウム灯をミックスさせる事で問題を回避できる。 
 当社では、精機事業部で多く使われている HID ランプを今後、徐々に効率の良い HID ランプに交換する
事で省エネを進め、同時に出来るだけ寿命が長い製品を採用する事で省資源、廃棄物回避に努めたいと考
えています。 
 
 LED 照明について。 
一般照明用白色 LED の発光効率は、2015 年頃には 150Lm/W に到達するといわれています。 
新たな照明として LED 照明が主となる可能性が大きい。今後の動向を見ながら LED 照明の採用も検討に入
れて行きます。 
 
 
 

（補足説明） 

 電気使用による温室効果ガスの算出に使用される排出係数は発電形態により異なります。海外サイトで
は火力発電への依存度が高く、国内サイトと比較すると排出係数は高く（平均 1.37 倍、最大２倍）なりま
す。連結と国内の実質生産高原単位が異なる要因の１つです。 

中長期目標：2004 年度比 8％削減 

連結・実質生産高原単位の推移
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廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
 廃棄物の発生抑制は、資源循環型社会を構築するためには重要な課題です。当社では、グループ全体
でゼロエミッションを達成すべく、再資源化率 99%以上をゼロエミッションと定義し、工場から排出さ
れる全てのものに対して再資源化に取り組みながら、廃棄物の排出抑制と処分費用の低減に取り組んで
います。 
 

国内サイトの取り組み   
 

● 工場排出物の削減と再資源化活動 

 国内サイトはすでにゼロエミッションは達成されていますが、廃棄物としての排出抑制と再資源化促
進と共に、廃棄物処理費用の低減にも取り組んでいます。 

2008 年度の廃棄物の発生量は 2007 年度と比較し 220t削減され、処分量は 10t 削減されました。 
また、リサイクル率も 0.1 ポイント上がり 99.6%となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 再資源化の主な取り組みとしては、紙類リサイクル化はすでに認証取得年より実施していましたが、
機密書類については、情報流出の面からシュレッダー、焼却処理が行われていましたが２年前より情
報漏えい完全機密化が保たれる事が確認された為、リサイクル化を実施しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
              

機密書類保存箱 → リサイクル処理業者 → 溶解カレット化 → ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ化 
 

● 処理費用削減 

 廃棄物の処理費用低減も会社としての資源有効化の一つと考え、発生する廃棄物の徹底分別による
処理方法と、業者との取引価格の見直し等を行い処理費用削減に取り組みました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

排出量、再資源化量の推移
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廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
 廃棄物の発生抑制は、資源循環型社会を構築するためには重要な課題です。当社では、グループ全
体でゼロエミッションを達成すべく、再資源化率 99%以上をゼロエミッションと定義し、工場から排
出される全てのものに対して再資源化に取り組みながら、廃棄物の排出抑制と処分費用の低減に取り
組んでいます。 
 

海外サイトの排出実績と処分の状況  
 
 2007 年度より、海外生産会社でも国内サイト同様に廃棄物の発生削減と再資源化促進活動を推進してきま
した。工場立地国の環境法が日本と違うため、法の遵守を優先しながら連結でのゼロエミッション実現に向
けた取り組みを推進してきました。2010 年連結ゼロエミッション達成に向け活動しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
'2008 年度 

 
 

 
（注） 上記グラフは、工場排出物に対する再資源化と廃棄処理の割合で示しています。 
 廃棄物だけの割合ではありません。（有価物処理も含む） 
 

廃棄物排出実績と占有率  
 

 右図は 2008 年度の当社海外生産工場と国内工場
の廃棄物排出量と排出占有率です。 
 廃棄物の排出量削減と再生資源化に力を入れ、資
源の有効化に取り組みます。 
 また、海外工場については国内の削減化推進内容
及び再資源化の方策の共有化を図りながら、連結で
のゼロエミッション達成に向けて取り組んでいます。 

 
 

処理状況推移       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                       

今後の取組        
 
 国内サイトでは、廃棄物の排出削減と廃棄物処理費用の低減に取組み、資源の有効化と経費の削減を推
進して行きます。 
 海外サイトについては、各国の法的規制を遵守しながら廃棄物の排出削減と処理方法の適正化及び資源
の有効化を視野に入れて、適正な処分とリサイクル又は有価への移行を検討しながら経費の削減も含めた
対応を実施し 2010 年度連結ゼロエミッションの実現を目指します。 

総排出量：4,311t
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化学物質の管理方針及び管理状況 
 化学物質は、生産活動に不可欠である反面、管理方法等を間違えると環境汚染を引起す可能性があり
ます。環境汚染を防止するため、以下の取り組みを行っています。 
 
 
 

PRTR 対象物質の排出量低減 
 

 2008 年度は、国内の認証サイト追加により PRTR 対象物質の取扱量が増加しました。 
 物質では、ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ふっ化水素が加わり排出量が増加しました。 
 2009年度は、使用量及び排出量の抑制と代替品への切り替えを検討し、対象物質の排出抑制に努めます。 
 

 
 【排出先別排出量の推移（ｔ）】 【PRTR 法に基づく排出届出量（ｔ）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

アスベストの管理     
 

 当社では、アスベストを生産しておらず、材料としても使用しておりません。 
 しかしながら、日本国内で吹き付け材からトレモライト等が検出され、官庁より各企業に対して再調査
の要請（2008 年 3 月）がありました。当社では調査の結果、対象となる国内の件数は 16 件で、内 1 件で
不適合があり対応工事が完了しています。 
 

PCB 廃棄物の処理     
 

 PCB 廃棄物はポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に準じて、2016 年まで
に適正に処理を行うことが義務付けられています。 

当社は該当する PCB 含有機器 9 台について早期処理申請を行いましたが、本年度は処理日が決定されま
せんでした。また、使用中の低濃度 PCB 含有機器については、2010 年度までに順次停止し適正な保管を進
めてまいります。その一環として 2007 年度より低濃度 PCB 含有機器の保管施設を確保しました。 
 
【PCB 廃棄物の保管及び早期処理申請の状況】 

 
保管 早期処理申請済 

廃棄物の種類 
数 量 数 量 

高圧コンデンサ 9台 753kg 9台 753kg 

変圧器 10台 8,584kg － － 

油 1缶 129kg － － 

安定器 1缶 96kg － － 

ウエス 3缶 48kg － － 

 

フロンガスの管理     
 

 エアコンなどの冷媒に使用されているフロンガスの中には、オゾン層を破壊するものがあります。 
 フロンガス使用空調機は、フロンガスを大気放出させない作業に努めるとともに廃棄時適切な処理を継
続してまいります。 
 オゾン層破壊係数の高い CFC 使用空調機の代替フロン化を 2015 年までに順次実施してまいります。 
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環境会計情報 
 環境保全への取組みを、効率的かつ効果的に推進しながら、事業活動での環境保全コストとその活動
結果により得られた効果を算出することで、持続可能な発展を目指し利害関係者と有効な関係を保つよ
う努めています 
 
 

環境投資と環境保全コスト 
 

● 環境投資 

 2008 年度は、CO2削減対策の一つとして、エネルギー消費量削減に力を入れ活動し、コンプレッサ・
ボイラ・空調機・照明等を省エネルギータイプへの更新に約 53.2 百万円を投資しました。 
 

● 環境保全コスト 

 2008 年度の環境保全コストは、合計で 216.9 百万円となり、その内、事業エリア内コストが 67.6％、
管理活動コストが 29.5％、研究開発コストが 2.8％となりました。 
 環境保全コストの総額は 270.1 百万円となり、昨年度対比では 82.6％、単独売上高の 0.5％を占め、
昨年度対比は 9.0％増となりました。 

2008 年度費用明細 単位：M\ 
費用及び投資項目 

項目 主な項目 費用 投資額
1 事業エリア内コスト   

 ・公害防止コスト ①公害防止コスト 16.7 
  ②その他 18.1  

 ・地球環境保全コスト ①地球環境保全コスト 2.7 53.2
  ②その他 55.5 
 ・資源循環コスト ①資源の効率的利用のためのコスト 4.3  
  ②廃棄物のリサイクル等のためのコスト 2.5  
  ③廃棄物の処理・処分等のためのコスト 46.3  

 ④その他 0.5  
 

小計  146.6 53.2
2 上・下流コスト ①グリーン購入と通常の差額 0.1  

  ②製品等の回収、リサイクルのコスト 0.2  
 ③その他 0  

 
小計  0.3 0

3 管理活動コスト ①環境マネジメントシステムの管理・運用コスト 6.2  
  ②環境情報の開示及び環境広告のためのコスト 3.6  
  ③環境負荷監視のためのコスト 44.0  
  ④環境マネジメントシステムの教育コスト 8.4  

  
⑤環境に著しい影響を与え得ると特定された作業に

関連する環境教育 0.9  

  
⑥環境法規等によって必要資格が義務づけられてい

る業務に関する教育 0.7  

  
⑦原材料から廃棄に至るあらゆる面での環境配慮を

するための技術者教育 0.1  
 ⑧内部環境監査員教育 0.1  

 
小計  64.0 0

4 研究開発コスト ①環境保全に資する製品等の研究開発コスト 4.8  

 
②製品等の製造段階における環境負荷の抑制のため

の研究開発コスト 1.2   
小計  6.0  

5 社会活動コスト  0.0 
6 環境損傷対応コスト  0.0 
7 その他のコスト  0.0  

216.9 53.2
合計  

270.1 

- 環境投資  環境保全活動に対する支出のうち、財務会計の固定資産投資に相当するもの。 
- 環境保全コスト 環境保全活動に対する支出のうち、財務会計の費用に相当するもの。 
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環境会計情報 
 環境保全への取組みを、効率的かつ効果的に推進しながら、事業活動での環境保全コストとその活動
結果により得られた効果を算出することで、持続可能な発展を目指し利害関係者と有効な関係を保つよ
う努めています。 
 
 

経済効果         
 

環境投資及び環境保全コストによる環境経済効果は実質的効果と推定的効果を合わせると 895.4 百万円に
なります。主な内容は下表に示します。 
 

● 経済効果 

 単位：M\ 

経済効果 

分類 項目 主な効果内容と経済効果算出式 効果金額 

水道光熱費削減額 省エネ活動によるエネルギー削減 

 (前年度水道光熱費－当年度水道光熱費) 
－1.1 

 

廃棄物処理費削減額 排出量低減による処理費用削減 

(前年度廃棄物処理費－当年度廃棄物処理費) 
1.1 

 

有価物売却益 廃棄物処理から有価物処理へ移行した事による利益 

(廃棄物分別による有価物の売却額) 
214.3 

 

実
質
的
効
果 

小計  214.3 

R&D(製品研究開発) 

利益貢献額 

環境対応製品の商品化による利益貢献 

 (売上高×環境配慮ポイント) 
82.6 

 

生産付加価値寄与率 事業エリア内における環境コストの付加価値寄与 

 (生産高－材料費)×事業エリア内コスト/製造経費 
110.8 

 

環境教育効果 監査員養成を内部教育で実施した事による削減効果 

 (内部環境教育受講者×外部で受講した場合の費用) 
5.1 

 

宣伝効果 ホームページアクセスによる宣伝効果 

 (環境ホームページアクセス数×環境報告書単価) 
14.9 

 

温室効果ガス削減効果 ＣＯ2削減による環境への負荷軽減効果 

 (前年度排出量－今年度排出量)×効果金額 

※効果金額は当社算出基準による 467.7 

 

推
定
的
効
果 

小計  681.1 

合計  895.4 

 



 
 

 

 

 

 

 

ご意見・ご感想をお聞かせください。 

 

 

 

 

この報告書には、双葉電子の 2008 年度の環境への取り組みの状況を掲載

いたしました。 

 

この報告書をお読みいただいた皆様のご意見・ご感想をお聞かせ下さい。 

皆様からの貴重なご意見は、これからの双葉電子の環境への取り組みを進め

る上での参考とさせていただきます。 

 

次ページのアンケート用紙をご記入の上、ファクシミリにて送付をお願い

致します。 

 

ご記入いただいた内容は、この環境報告書の改善のために利用させていた

だき、他の目的で使用することはございません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

双葉電子工業株式会社 リスクマネジメント室 環境管理ユニット 

FAX 0475-32-6146 
 



お手数ですが、下記アンケートにご記入のうえ、ＦＡＸをお願い致します。 
 

 

Ｑ１．環境報告書をお読みになってどのようにお感じになりましたか？ 

①わかりやすい 

②わかりにくい（理由など： ） 

 

Ｑ２．環境報告書をお読みになって、印象に残った項目をお選びください。 

①経営責任者の諸言 ②報告対象組織の範囲と環境負荷の捕捉状況 

③事業の概要 ④環境配慮の取組みの目標、計画、実績の総括 

⑤事業活動のマテリアルバランス ⑥事業活動における環境配慮の方針 

⑦環境マネジメントシステムの状況 ⑧環境に関する規制の遵守状況 

⑨サプライチェーンマネジメント等の状況  

⑩グリーン購入・調達の状況 

⑪環境負荷低減に資する製品・サービスの状況  

⑫生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 

⑬環境コミュニケーションの状況 ⑭環境に関する社会貢献活動の状況 

⑮温室効果ガスの排出量及び低減対策  

⑯廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 

⑰化学物質の管理方針及び管理状況   ⑱環境会計情報 
 

Ｑ３．この環境報告書を何でお知りになりましたか？ 

 

①双葉電子ホームページ ②双葉電子社員 ③その他（ ） 
 

Ｑ４．この環境報告書についてご意見・ご感想などをお聞かせ下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。お差し支えなければ下記項目のご記入もお願い致します。 

 

Ｑ５．この環境報告書をどのような立場でお読みになりましたか？ 

①お客様 ②株主・投資家 ③お取引先 

④工場近隣にお住まいの方 ⑤政府・行政関係 ⑥環境 NGO・ＮＰＯ関係 

⑦報道関係 ⑧企業の環境ご担当 ⑨その他（ ） 
 

Ｑ６．性別 

①男性 ②女性 
 

Ｑ７．年齢 

①１０代 ②２０代 ③３０代 

④４０代 ⑤５０代 ⑥６０代 

⑦７０代 ⑧８０歳以上 
 

双葉電子工業株式会社 リスクマネジメント室 環境管理ユニット 

環境報告書（2009 年度版） FAX 0475-32-6146 



 
本社 〒297-8588 千葉県茂原市大芝 629 

   TEL：0475-24-1111（大代表） 

 
●  この報告書に関するご意見、お問い合わせは下記で承っています。 

リスクマネジメント室 環境管理ユニット 

〒299-4395 千葉県長生郡長生村薮塚 1080 

TEL：0475-32-6095 

FAX：0475-32-6146 

e-mail：下記ＵＲＬの「資料請求・お問い合わせ」ページから（お問い合わせフォームへ） 

    をクリックし、表示されるフォームにてお願い致します。 

 

●  この報告書は、インターネットでもご覧いただけます。 

 ＵＲＬ http://www.futaba.co.jp/environment/index.html 

 

●  発行にあたり 

当社創立 60 周年を向かえ、創業当初の真空管製造から始まり、蛍光表示管、金型部品、

ラジコン機器製造と、一貫してものづくりの会社として発展してまいりました。 

新たなる 60年を目指して、当社理念である「工業社会の一員として、基礎機材を供給し、

産業界の発展に貢献する」ことが出来るように、「本質直視」の精神で、全力を挙げてい

く所存であります。今後とも当社に絶大なるご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

●  表紙の写真 

 
 

茂原本社工場 

台湾双葉電子 

股份有限公司（台湾） 

双葉精密模具 

（中国）有限公司 


	2009_00
	2009_01
	2009_02
	2009_03
	2009_04_07
	2009_04
	2009_05
	2009_06
	2009_07

	2009_08
	2009_09
	2009_10
	2009_11_14
	2009_11
	2009_12
	2009_13
	2009_14

	2009_15_16
	2009_15
	2009_16

	2009_17
	2009_18
	2009_19_20
	2009_19
	2009_20

	2009_21
	2009_22
	2009_23
	2009_24_25
	2009_24
	2009_25

	2009_26_27
	2009_26
	2009_27

	2009_28
	2009_29_30
	2009_29
	2009_30

	2009_31_32
	2009_31
	2009_32

	2009_34end



